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第66回18歳意識調査「アメリカ大統領選/国家安全保障」
調査概要

全国の17歳～19歳男女

1,000
※性年齢別の人口比率に合わせ、下記の通り割り付けを実施。

2024年 10月19日（土）～ 10月20日（日）

インターネット調査

注記1：回答者がインターネット利用者に限られるなど、回答者に何らかの偏りが生じる可能性があり、
必ずしも日本全体の17～19歳男女に妥当するものではない。

注記2：本編の図表の数値は、小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100％と
はならない。

17歳 18歳 19歳 計
男 166 168 179 513

女 158 160 169 487

計 324 328 348 1,000

調査対象

回答数

実施期間

調査手法
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提示文章

2024年11月5日、4年に1度のアメリカ大統領選挙が予定されています。
民主党からはカマラ・ハリス氏、共和党からはドナルド・トランプ氏が大統領
候補として選出されました。
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現役アメリカ大統領の認知
現在の大統領がジョー・バイデン氏であることについて、男性の9割以上、女性では8割以上
が「知っていた」と回答。
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質問2：あなたは、現在の大統領がジョー・バイデン氏であることを知っていましたか？
（単一回答）
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85.6

10.9

7.6
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
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知っていた 知らなかった

全体
 (n=1,000)

男性
 (n=513)

女性
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次期アメリカ大統領選における
投開票日の認知

次期アメリカ大統領選について、投開票日が2024年11月であることを「知っていた」と回答し
たのは男性で約5割、女性は約3割となり、全体では「知らなかった」のほうが多かった。
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質問3：あなたは、次期アメリカ大統領選について、投開票日が2024年11月であることを知っ
ていましたか？（単一回答）

39.8

51.1

27.9

60.2

48.9

72.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
(%)

知っていた 知らなかった

全体
 (n=1,000)

男性
 (n=513)

女性
 (n=487)



次期アメリカ大統領選における
大統領候補者の認知

次期アメリカ大統領選について、民主党の大統領候補がカマラ・ハリス氏であることを「知って
いた」と答えたのは全体の約6割。一方、共和党の候補者がドナルド・トランプ氏であることを
「知っていた」と答えたのは全体の約8割に上った。

7

質問4：あなたは、次期アメリカ大統領選につ
いて、民主党の大統領候補者がカマラ・ハリス
氏であることを知っていましたか？（単一回答）

民主党の大統領候補者 共和党の大統領候補者

質問5：あなたは、次期アメリカ大統領選につ
いて、共和党の大統領候補がドナルド・トランプ
氏であることを知っていましたか？（単一回答）

全体
 (n=1,000)

男性
 (n=513)

女性
 (n=487)

82.0

85.2

78.6

18.0

14.8

21.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
(%)

知っていた 知らなかった

女性
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男性
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全体
 (n=1,000)

55.1

63.5

46.2

44.9

36.5

53.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
(%)

知っていた 知らなかった



次期アメリカ大統領選における
副大統領候補者の認知

次期アメリカ大統領選について、民主党の副大統領候補者がティム・ウォルズ氏、共和党の
副大統領候補者がジェームズ・デイヴィッド・ヴァンス氏であることを知っていたかどうかについて、
いずれも全体の約9割が「知らなかった」と回答した。
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民主党の副大統領候補者 共和党の副大統領候補者

全体
 (n=1,000)

男性
 (n=513)

女性
 (n=487)

12.6
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87.4

85.0

89.9
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知っていた 知らなかった

12.0

14.6

9.2

88.0

85.4

90.8
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知っていた 知らなかった
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質問6：あなたは、次期アメリカ大統領選につ
いて、民主党の副大統領候補者がティム・ウォ
ルズ氏であることを知っていましたか？
（単一回答）

質問7：あなたは、次期アメリカ大統領選につ
いて、共和党の副大統領候補がジェームズ・デ
イヴィッド・ヴァンス氏を知っていましたか？
（単一回答）



バイデン政権下における日米関係の印象について、「良好だった」（※1）との回答は全体で
約5割、「よくなかった」 (※2) は約1割。「わからない」「回答しない」の合計は約4割に上った。
※1 「良好だった」、「どちらかといえば良好だった」の合計。
※2 「よくなかった」、「どちらかといえばよくなかった」の合計。

バイデン政権下における日米関係の印象

質問8：バイデン政権（2021年1月～）下における日米関係についての印象を教えてください。
（単一回答）
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全体
 (n=1,000)

男性
 (n=513)

女性
 (n=487)

7.9

10.3

5.3

38.7

42.9

34.3

10.8

12.7

8.8

3.2

3.9

2.5

35.9

26.7

45.6

3.5

3.5

3.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
(%)

良好だった どちらかといえば良好だった
どちらかといえばよくなかった よくなかった
わからない 回答しない



大統領交代により、日米関係に「良い変化があると思う」（※1） と回答したのは全体で約3
割。「変化はないと思う」「悪い変化があると思う」（※2）との回答がそれぞれ約2割であった。
※1 「良い変化があると思う」、「どちらかというと良い変化があると思う」の合計。
※2 「悪い変化があると思う」、「どちらかというと悪い変化があると思う」の合計。

アメリカ大統領交代による日米関係への変化

質問9：今回の大統領選により、バイデン氏に代わり新しい大統領が誕生します。あなたは、こ
のことにより、日米関係にどのような変化があると思いますか？（単一回答）

10

全体
 (n=1,000)

男性
 (n=513)

女性
 (n=487)

6.6

9.6

3.5

19.0

20.1

17.9

19.2

21.2

17.0

14.7

16.0

13.3

2.5

2.5

2.5

35.0

27.9

42.5

3.0

2.7

3.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
(%)

良い変化があると思う どちらかといえば良い変化があると思う
変化はないと思う どちらかといえば悪い変化があると思う
悪い変化があると思う わからない
回答しない



今後の日米関係における重要な取組

質問10：今後の日米関係において、あなたが重要だと思うものを３つまで教えてください。
（３つまで複数回答）
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今後の日米関係において重要なものとしては、「北朝鮮問題への共同対応」、「日本国内の
米軍基地問題の解決」が多く、それぞれ全体の3割近くが回答した。一方、サイバーセキュリ
ティや気候変動対策、人権問題等に関する項目の回答は1割未満であった。

科学技術や研究分野における協力

サイバーセキュリティ分野に
おける日米の協力

気候変動対策における日米協力

インド太平洋地域での
平和維持活動における連携

国際人権問題における
日米の共同アプローチ

再生可能エネルギーの普及に
関する技術協力

その他

わからない

回答しない

10.2

7.4

6.8

6.7

6.4

6.3

0.7

16.6

3.4

11.9

10.3

6.8

7.0

4.5

5.7

1.4

12.5

1.9

8.4

4.3

6.8

6.4

8.4

7.0

0.0

20.9

4.9

0.0 20.0 40.0 60.0
(%)

全体 (n=1,000) 男性 (n=513) 女性 (n=487)

「その他」の自由記述
• 対中ロシア
• 世界平和に向けての協力
• 日米地位協定
• 北方領土の回復
• アメリカ依存度を下げる
• 日米安全保障条約の見直し
• ウクライナ戦争における日米

両国、特に米国の支援

北朝鮮問題への共同対応

日本国内の米軍基地問題の解決

日米間の経済協力の拡大
（貿易・投資）

日米安全保障条約の維持

対中政策における日米協力の強化

自衛隊と米軍の軍事協力の強化

日米安全保障条約の強化

米国からの日本製品への
関税措置の緩和

日本と米国間の人的交流
（留学生、ビジネス等）

32.6

28.7

24.2

18.8

15.7

15.5

12.9

12.5

11.3

32.6

26.9

25.9

20.1

20.5

18.7

16.2

13.1

10.3

32.6

30.6

22.4

17.5

10.7

12.1

9.4

11.9

12.3

0.0 20.0 40.0 60.0
(%)

全体 (n=1,000) 男性 (n=513) 女性 (n=487)

※「その他」、「わからない」、「回答しない」を除き、全体の降順で掲載。



日本国内の米軍基地に対するイメージ

質問11：日本国内の米軍基地に対してあなたが持っているイメージを、次の中から３つまで教えて
ください。（３つまで複数回答）
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日本国内の米軍基地に対するイメージとしては、「米軍人等による事件・事故が多く危険」が
最も多く、全体の4割近くが回答した。一方、「他国から日本が攻撃・侵略された時に、米軍
が守ってくれる」という回答も約3割を占めていた。

38.1

31.5

31.4

18.3

18.0

13.1

39.6

31.8

34.1

23.8

25.0

11.5

36.6

31.2

28.5

12.5

10.7

14.8

0.0 20.0 40.0 60.0
(%)

全体 (n=1,000) 男性 (n=513) 女性 (n=487)

その他

わからない

回答しない

米軍基地があることで、その地域の
雇用や経済に悪い影響がある

米軍基地があることで、その地域の
雇用や経済に悪い影響がある

米軍等との交流が、その地域の人々の
英語力向上に役立っている

12.3

8.9

6.9

0.6

19.5

4.1

11.3

11.9

8.0

0.8

13.6

3.5

13.3

5.7

5.7

0.4

25.7

4.7

0.0 20.0 40.0 60.0
(%)

全体 (n=1,000) 男性 (n=513) 女性 (n=487)

日本にいる米軍の存在が、
アジアの平和と安全に役立っている

米軍基地があることで、
他国が日本に攻めてくることを諦める

米軍基地があることで、
他国の攻撃目標となって危険

米軍人等による事件・
事故が多く危険

米軍の訓練等の騒音や
環境汚染等の悪い影響がある

他国から日本が攻撃・
侵略された時に、米軍が守ってくれる

「その他」の自由記述
• 具体的な影響は知らないが、

全く問題がないわけでもない
と思うので不安

• 他国から日本が攻撃・侵略
された時に、米軍が守ってく
れることはなさそう

• 米軍基地近くの日本人が
圧迫感を感じること

• 良くない面のみが報道され
ている

※「その他」、「わからない」、「回答しない」を除き、全体の降順で掲載。



提示文章

自衛官は、軍事的危機に備えた日々の訓練や、地震や豪雨等の災害に
より被災した地域での救助・復旧活動などの業務に従事します。
定年年齢は（階級が低い隊員は）55歳と民間に比べて早く、かつ、災害
派遣の特殊勤務手当は日額1,620円（作業が著しく困難な場合は日額
3,240円／さらに危険な作業の場合には、上乗せがあり、福島原発事故の
際は敷地内での作業に日額42,000円が支給された）です。
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自衛隊の業務内容に照らし、 「待遇が悪い」(※1) と回答したのはそれぞれ全体の約3割で
あったのに対し、「待遇が良い」(※2)との回答は1割未満であった。
※1 「待遇が悪すぎる」、「どちらかといえば待遇が悪い」の合計。
※2 「待遇が良すぎる」、「どちらかといえば待遇が良い」の合計。

自衛官の待遇に関する印象

質問12：あなたは、自衛官の待遇（所得や勤務環境）について、その業務内容に照らしてど
のような印象を持っていますか？（単一回答）
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1.8

2.3

1.2

5.8

5.5

6.2

29.4

28.1

30.8

25.0

30.4

19.3

7.7

11.7

3.5

26.5

19.3

34.1

3.8

2.7

4.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
(%)

待遇が良すぎる どちらかといえば待遇が良い
待遇は妥当である どちらかといえば待遇が悪い
待遇が悪すぎる わからない
回答しない

全体
 (n=1,000)

男性
 (n=513)

女性
 (n=487)



自衛隊における定員割れの影響

質問13：自衛隊において定員割れが常態化しています。定員割れにより、あなたが懸念している
影響を３つまでおしえてください。（３つまで複数回答）
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自衛隊の定員割れにより懸念される影響として、「災害対応力の低下」という回答が最も多く、
全体の半数を超えた。「国防力の低下」「人員不足による現場自衛官の負担（疲労等）
増、内部士気低下」もそれぞれ約4割に上り、また、本2項目は男女において差が生じている。

国内治安維持への影響

他国への防衛力の依存増加

防衛産業自体の縮小

災害対応力の低下

国防力の低下

人員不足による現場自衛官の負担
（疲労等）増、内部士気低下

52.5

41.1

36.8

21.5

19.3

10.6

54.2

48.9

33.1

22.8

23.6

11.5

50.7

32.9

40.7

20.1

14.8

9.7

0.0 20.0 40.0 60.0
(%)

全体 (n=1,000) 男性 (n=513) 女性 (n=487)

9.8

5.2

0.3

1.8

16.1

3.2

9.7

4.9

0.4

1.6

12.5

2.1

9.9

5.5

0.2

2.1

19.9

4.3

0.0 20.0 40.0 60.0
(%)

全体 (n=1,000) 男性 (n=513) 女性 (n=487)

定員割れについて、
特段の懸念はない

わからない

回答しない

海外派遣や国際貢献活動の
縮小による国際信用力の低下

民間防衛会社への依存増加

その他

「その他」の自由記述
• 徴兵制
• 北方領土の回復ができない

※「その他」、「定員割れについて、特段の懸念はない」、「わからない」、「回答しない」を除き、全体の降順で掲載。



提示文章

「NATO」とは、北大西洋条約機構のことであり、アメリカと欧州の計32カ国
が加盟し、1つの国が攻撃を受ければ、機構全体への攻撃とみなして、集団
的自衛権を行使すると定めています（集団的自衛権とは、自国が攻撃を
受けていなくても、同盟国など密接な関係にある第三国が他国に反撃する
権利）。現在、アジアにおける安全保障の枠組みとして、「アジア版NATO」
※の設立という案が新たに持ち上がっています。但し、「アジア版NATO」の
設立に関しては、日本国憲法9条との整合性や、中国との関係悪化を懸念
する声も出ています。
※「アジア版NATO」は、アジア諸国を中心に構成する、集団的自衛権を行
使するNATOのアジア版の組織
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安全保障の取り組みとして、アジア版NATOが「必要である」（※1） との回答は全体で約4
割、「必要ではない」 （※2）は約2割。「わからない」「回答しない」の合計は約4割に上った。
※1 「必要である」、「どちらかといえば必要である」の合計。
※2 「必要ではない」、「どちらかといえば必要ではない」の合計。

アジア版NATOに対する考え

質問14：あなたは、アジアにおける安全保障の枠組みとして、「アジア版NATO」について必要で
あると感じますか？（単一回答）
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12.7

16.8

8.4

31.0

31.2

30.8

8.8

10.1

7.4

8.3

12.5

3.9

34.4

25.9

43.3

4.8

3.5

6.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
(%)

必要である どちらかといえば必要である
どちらかといえば必要ではない 必要ではない
わからない 回答しない

全体
 (n=1,000)

男性
 (n=513)

女性
 (n=487)



防衛費を毎年増額する方針について、「賛成」（※1） との回答が全体の約3割、「反対」
（※2）は約4割であった。「賛成」（※1）の回答は男性が女性より多く、16.7ptの差があった。
※1 「賛成」、「どちらかといえば賛成」の合計。
※2 「反対」、「どちらかといえば反対」の合計。

日本の防衛費増額方針に対する考え

質問15：日本政府は2023年度から5年間の防衛費を総額約43兆円と見込み、毎年増額
を続ける方針です。あなたはこの方針についてどう思いますか？（単一回答）

18

全体
 (n=1,000)

男性
 (n=513)

女性
 (n=487)

9.9

14.2

5.3

21.9

25.7

17.9

24.7

23.6

25.9

12.4

12.5

12.3

27.0

20.1

34.3

4.1

3.9

4.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
(%)

賛成 どちらかといえば賛成
どちらかといえば反対 反対
わからない 回答しない
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